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基本的方針 
 

１ 概要 

 本県における獣医療の提供体制の整備に向けては、平成４年の獣医療法(平成４年法律第４８

号)(以下、「法」という。)の制定以降、埼玉県における獣医療を提供する体制の整備を図るため

の計画を公表し、産業動物の診療を行う獣医師の確保や、診療施設の整備等を行ってきた。 

 令和３年８月には「埼玉県酪農・肉用牛生産近代化計画」を策定し家畜の生産性向上や家畜伝

染病の適確な防疫措置、消費者ニーズに合った安全で良質な畜産物の安定供給を図ることとして

いる。 

平成２４年に策定した第３次の計画では、同年３月に策定した「埼玉県酪農・肉用牛生産近代

化計画」と調整を図りつつ、畜産業の健全な発展、動物の保健衛生の向上及び畜産物の安全性の

向上に取り組んできた。 

 一方、豚熱や高病原性鳥インフルエンザ（以下「特定家畜伝染病」という。）の発生など、特に

産業動物における獣医療を取り巻く状況は著しく変化してきており、令和３年４月には、家畜伝

染病の発生及びまん延防止を図るため、埼玉県飼養衛生管理指導等計画を策定した。さらに、動

物の愛護や適正な飼養管理に対する社会的な関心が高まり、チーム医療の提供体制の整備を図る

ため、令和元年６月に愛玩動物看護師法が制定され、愛玩動物看護士が国家資格化されたところ

である。今後とも獣医療の適切な確保と質の向上を図るため、令和１２年を目標とする第４次と

なる「埼玉県における獣医療を提供する体制の整備を図るための計画」を策定する。 

 

２ 獣医療を取り巻く情勢の変化 

（１）産業動物における獣医療と、食料の安全性・安定供給に対する獣医師の役割 

   産業動物分野においては飼養規模の拡大が進み、生産性を阻害する慢性疾病など家畜疾病の

複雑化・多様化等が問題となっており、これらに対する獣医療の提供は、生産性の向上を阻害

する要因の排除に大きな役割を担っている。 

   また、特定家畜伝染病の発生を踏まえ家畜衛生分野における危機管理体制の強化・高位平準

化が急務となっている。 

   一方、国内での特定家畜伝染病の発生や薬剤耐性菌対策等、安全な食料供給に対する関心が

増大するとともに、病原微生物や有害物質等による畜産物のリスク低減を図るための、農場

HACCP、畜産GAPの導入、肉用牛や養豚経営における飼養規模拡大に適応した群単位での集団管

理衛生技術の提供等、より幅広い獣医療の提供が求められており、獣医師の果たすべき役割は

一層高まっている。 

   県の農林水産分野の公務員獣医師の業務については、特定家畜伝染病発生時の防疫対応のほ

か、家畜の飼養者に対する飼養衛生管理基準の指導や豚熱のワクチン接種等、多様化している。 

 

（２）高度な獣医療提供への社会的ニーズの高まり 

   犬や猫、小鳥等の小動物分野については、飼育される小動物が生活の伴侶として広く県民に

浸透し、近年はマイクロブタなども増加している。このような中、飼育者の求める獣医療の内

容は複雑化・多様化し、高度かつ広範囲な獣医療技術の提供のみならず飼育者の意向も勘案し

た獣医療の提供が求められており、獣医師と愛玩動物看護師等との連携によるチーム獣医療の

提供の必要性が高まってきている。 

    



- 3 - 
 

３ 本県の獣医療の現状 

   本県獣医療については、産業動物診療、小動物診療及び公務員獣医師並びに民間・研究部門

における獣医師の活動により、その提供が図られてきた。 

   令和２年１２月末日現在の獣医師法第２２条の届出のあった本県在住獣医師は１，７９５名

であり、うち獣医事に従事するものは１，６６７名で、うち国家公務員３３名、都県職員２３

３名、市町村職員８０名、民間団体等職員２５３名及び診療施設１，０６５名である。 

（１）産業動物診療 

   産業動物診療については、個人開業施設が地域における獣医療提供の主要な部分を占めてい

る。一方、農業共済組合の診療施設は、県下で広域にわたり組織的な診療活動を展開するとと

もに、診療効率の低い地域においても往診を行うなど、獣医療を提供する体制の維持に重要な

役割を担っている。また、県は３か所の家畜保健衛生所、秩父高原牧場、農林総合研究センタ

ーで産業動物に対する家畜伝染病防疫、各種検査、試験研究等獣医療の提供に資している。（表

１） 

表１ 産業動物診療施設の開設主体別内訳                 単位：施設数 

地域 施設数 
開設主体別内訳 

県 農業共済組合 農業協同組合 その他団体 個人・法人 

南東部 １２ １ ０ ０ １ １０ 

西部 １５ １ ０ ０ ０ １４ 

北部 ３７ ４ １ ０ ０ ３２ 

計 ６４ ６ １ ０ １ ５６ 

   令和４年１２月３１日現在、家畜保健衛生所調査。その他団体は、企業等。 

 

（２）小動物診療 

   小動物診療については、法人開業施設及び個人開業施設が地域における獣医療提供のほとん

どを占めている。（表２） 

   また、その施設数も年々増加しつつある状況にある。 

表２ 小動物診療施設の開設主体別内訳                   単位：施設数 

地域 施設数 
開設主体別内訳 

県 市町村 任意団体 法人 個人 

南東部 ５１３ １ ３ ０ ２７１ ２３８ 

西部 ２０６ １ ２ ０  ９７ １０６ 

北部  ８３ １ ０ ０  ３６  ４６ 

計 ８０２ ３ ５ ０ ４０４ ３９０ 

   令和４年１２月３１日現在、家畜保健衛生所への診療施設開設届による。 

 

（３）県、市町村、民間・研究部門 

   県は、農林部において産業動物に対する獣医療の提供を、保健医療部において食品衛生及び

動物愛護に対する獣医療の提供を、環境部において野生鳥獣保護等の獣医療の提供を行ってい

る。市町村においては、さいたま市、川越市、川口市及び越谷市において食品衛生及び動物愛

護に対する獣医療の提供が行なわれている。民間においては、各企業・団体により勤務する獣

医師によりそれぞれの分野において獣医療の提供が行われている。 
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４ 計画策定方針 

  県全体の獣医療を円滑に提供にするため、産業動物診療については、診療施設の確保目標、診

療機器の整備、獣医療関連施設の機能及び業務の連携等について以下のとおり定める。また、小

動物、公務員等勤務獣医師については、獣医療関連施設の機能及び業務の連携、獣医療の提供内

容等について以下のとおり定める。 
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第１ 整備を行う診療施設の内容その他の診療施設の整備に関する目標 

 

１ 産業動物診療施設及び主要な診療機器の整備の現状 

（１）産業動物診療施設 

   本県における産業動物の獣医療は、診療獣医師の高齢化が進んでいる。 

   一方、国の家畜改良増殖目標に即して、家畜改良増殖法第３条の３に基づき県が定めた「埼

玉県家畜改良増殖計画」においては、今後１０年間の飼養頭数で乳用牛約３５％の減少及び肉

用牛の飼養頭数で約８％の減少、豚の飼養頭数で約２％の減少、鶏の飼養戸数で約９％の減少

を見込んでいる。 

今後とも獣医療へのニーズを把握しながら、獣医療の不足あるいは不均衡が見込まれる分野

において獣医師の養成・確保対策をより一層強化し、獣医療の提供体制を整えることが不可欠

となっている。 

   本県では、産業動物を主に診療している診療施設に勤務する獣医師数は６３名で、このうち

個人開業施設勤務の獣医師が５５名で８７％を占め、地域における獣医療提供の主要な部分を

占めている。 

   一方、農業共済組合の診療施設においては、県下で広域にわたり組織的な診療活動を展開す

るとともに、診療効率の低い地域においても往診を行うなど、獣医療を提供する体制の維持に

重要な役割を担っている。（表３） 

 

表３ 産業動物診療施設の開設主体別獣医師の内訳数                単位:人 

地域 計 
開設主体別内訳 

農業共済組合 農業協同組合 その他団体 個人 

南東部 １５  ０ ０ １ １４ 

西部 １４  ０ ０ ０ １４ 

北部 ３４  ７ ０ ０ ２７ 

計 ６３  ７ ０ １ ５５ 

   令和４年１２月３１日現在、家畜保健衛生所調査。 

 

   畜種別には、乳牛延３３名、肉牛延２４名、豚延１６名、鶏延１０名及び馬延９名が診療を

提供している。（表４） 

 

表４ 産業動物を主体として診療している獣医師数（畜種別）         単位:延人数 

地域 計（実人数） 
畜種別内訳 

乳牛 肉牛 豚 鶏 
（その他
馬等） 

南東部  ３２（１５） ７ ７ ６ ６ ６ 

西部  １７（１４） ８ ０ ６ ３ ０ 

北部  ４３（３４） １８ １７ ４ １ ３ 

計   ９２（６３） ３３ ２４ １６ １０ ９ 

   令和４年３月１日現在、家畜保健衛生所調査。 
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   対象家畜については、農業共済組合の診療施設において、乳牛、肉牛及び豚を対象として診

療の提供が行われている。 

診療の対象が牛の場合、乳牛と肉牛を兼ねて対象としている場合が多く、地域それぞれの個

人診療施設で獣医療が提供されている。豚及び鶏では、個体よりも群としての管理が行われて

いる。また、企業の所属獣医師や県外の獣医師による診療の提供も行われている。馬について

は、主に競馬場所属の診療施設において提供されている。 

 

（２）産業動物診療機器 

   県では、中央家畜保健衛生所を中心に血清成分分析装置等の検体成分分析装置、ＰＣＲシス

テム、エライザプレートリーダー等の免疫・遺伝子診断装置、その他病性鑑定に使用する各種

機器等を整備している。 

   一部個人の診療施設においては、Ｘ線診断装置、ガス麻酔装置、外科器具等の臨床現場に直

結した使用頻度の高い機器を設置している。（表５） 

 

表５ 産業動物診療機器の整備状況 

区分 

開設主体 県機関 共済組合 法人診療施設 個人診療施設 

計 
地域 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

施設設備 

検査室 1 2 3   1  1 2 3 11 4 28 

手術室   2      2  1 3 8 

解剖室 1 1       1   3 6 

焼却施設 1 1       1    3 

Ｘ線撮影（診療）室           2 2 4 

入院施設         1  1 2 4 

薬品庫 1 1 3   2 2 1 3 6 10 3 32 

一般・汎用 

機器 

光学顕微鏡 1 1 3   1   1  3 3 13 

実体顕微鏡 1 1 3   1      3 9 

ガス滅菌機   3   1      3 7 

乾熱滅菌機 1 1 3        1 2 8 

オートクレーブ 1 2 3   1 1  1  2 2 13 

遠心分離機 1 2 3   1   1 1 1 2 12 

クリーンベンチ 1 1 3         3 8 

培養機（恒温機） 1 4 2   1   1  1 3 13 

超純水製造装置 1  2         1 4 

生化学診断 

装置 

血液生化学分析装置 1     1   1   2 5 

血球計算機 1        1   2 4 

血液ガス測定装置         1   1 2 

生体画像診断 

装置 

ファイバースコープ            1 1 

X線撮影装置       1  1 4 2 2 10 

心電心音計         1   2 3 

デジタル現像装置         1   2 3 

免疫・遺伝子 

診断機器 

PCRシステム 1 1           2 

ELISAプレートリーダー 1 2           3 
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区分 

開設主体 県機関 共済組合 法人診療施設 個人診療施設 

計 
地域 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

南

東

部 

西

部 

北

部 

理学的治療等

機器 

レーザー装置            2 2 

ガス麻酔器   2      1  1 2 6 

低周波治療器            2 2 

ショックウェーブ   2         1 3 

受精・受精卵

移植関連 

プログラムフリーザー   3   1 1  1   2 8 

液体窒素保存器   3   2 1  2   2 10 

受精卵培養装置   2    1     1 4 

加温版 1 1 3    1     1 7 

人工授精器具   3   1 1  2  1 2 10 

臨床治療装置 

外科器具セット  1 2   2   3  2 3 13 

繁殖障害除去器具セット   2   2     1 1 6 

電動削蹄器         1   1 2 

除角器   3   1   2   2 8 

牛体吊起器   3   1   1   2 7 

 

 

２ 産業動物診療施設の整備に関する目標 

（１）県 

   県は、家畜保健衛生所を地域における家畜保健衛生の中核機関として、また特定家畜伝染病

発生時の防疫活動の拠点としての役割を担うため、引き続き設備、機能、人員の充実・強化を

図る。 

特に、特定家畜伝染病については、その発生に伴う防疫措置において、迅速な初動防疫が行

えるよう体制を整備しておくことが重要である。そのため、各家畜保健衛生所において初動防

疫に必要な防疫資材の備蓄を図るとともに、家畜保健衛生所以外の備蓄場所についても確保を

図る。 

また、そのまん延防止には、迅速かつ正確な診断が求められることから、各家畜保健衛生所

に必要な検査機器の整備を図るほか、検査精度の高度平準化及び結果の信頼性確保のため検査

項目ごとの精度管理を行う。 

家畜飼養者数は都市化が進んだ南東部で減少が著しく、県の西部及び北部に偏在している。

そのため、北部に新たな家畜保健衛生所を整備し、現在３か所ある家畜保健衛生所を２か所に

集約してその機能の強化を図る。 

（２）農業共済組合、農業協同組合等の診療施設 

   臨床に使用する機器のほか、血液成分分析装置、超音波診断装置等現場において迅速、効率

的な診断に欠かせない機器類について、今後とも必要の範囲内で整備を推進する。 

（３）個人開業診療施設 

   各診療施設における必要な施設、機器の整備をさらに推進するとともに、家畜伝染病の発生

及びまん延の防止のため、引き続き家畜保健衛生所との連携を図りながら、質の高い獣医療の

提供を推進する。 
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   また、高度な獣医療を提供できるようにするため、農業共済組合、農業協同組合及び個人開業診

療施設における診療施設整備計画の策定を推進し、必要に応じ、株式会社日本政策金融公庫が実施

する融資制度の活用を図る。
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第２ 獣医師の確保に関する目標 
 

１ 産業動物分野における診療獣医師の確保目標 

（１）産業動物獣医師確保目標 

   産業動物分野においては、その診療範囲は地域を超えて行われており、農業共済組合の診療

施設においては、県下で広域にわたり組織的な診療活動を展開している。 

   このため、確保目標は県全体をひとつの地域として設定する。 

   令和４年３月現在、産業動物を主体として診療している獣医師は、全畜種で延べ９２人（実

６３人）である。令和１２年度における必要人数は、家畜の飼養目標頭羽数を現在の１人当たり

平均治療頭羽数で推計すると延べ８２人（実５６人）である。今後、定年が令和１２年度には６

５歳まで引き上げられていると想定すると、令和１２年の推定獣医師は延べ５１人（実３５人）

となり、新たに確保すべき獣医師数は、延べ３１人（実２１人）である。（表６） 

 

表６ 産業動物獣医師の確保計画        単位：延人数 

地域 畜種 
令和４年３月 

現在の 
診療獣医師数 

令和１２年度 
における獣医 
師の必要数 

令和１２年度 
推定獣医師数 

令和１２年度 
までに確保す 
べき獣医師数 

県全体 

乳用牛 ３３ ２３ １８  ５ 

肉用牛 ２４ ２２ １３  ９ 

豚 １６ １８  ９  ９ 

採卵鶏 １０ １０  ６  ４ 

その他馬等  ９  ９  ５  ４ 

延人数計 ９２ ８２ ５１ ３１ 

 実人数 ６３ ５６＊ ３５ ２１ 

                          ＊：実人数と延べ人数の比率から推計 

 

（２）産業動物獣医師確保対策 

   新規卒業獣医師の小動物診療分野への就業希望者は依然として多く、産業動物獣医師への就

業希望は少ない。 

   産業動物分野への就業を希望している者についての情報を県、関係団体、個人開業診療施設

等との間で共有するとともに、公務員獣医師を退職した者に対する産業動物診療への就業を促

進する。 

   また、各分野における研修等の充実により獣医師の育成の取組を推進し、質の高い獣医療の

確保と技術の向上を図る。 

（３）労働をめぐる環境の改善 

   今後、新規免許習得者の女性獣医師の割合が増加していくことから、継続した就業を図るた

め、産休・育休の取得できる労働環境の改善を推進する。 
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２ 公務員分野における診療獣医師の確保目標 

（１）公務員獣医師確保について 

   本県の公務員獣医師については、令和４年４月現在、農林部関係に１０２名、保健医療部に

１５３名が勤務している。 

   今後、目標年度までに合計４７名の定年退職者が見込まれる。 

   近年、再任用での雇用を含め、公務員獣医師の確保が困難になってきている。今後とも、行

政需要や経済情勢を踏まえつつ新規職員の採用、再任用制度の活用を図るとともに職員の計画

的な確保及び配置に努める。 

 

（２）公務員獣医師確保対策 

   県が行うインターンシップや農林水産省の行う研修を引き続き実施し、獣医学生を積極的に

県施設に受け入れ、公務員の職場体験を通じてそれらの職域業務の理解醸成と就業誘導を図る。 

   また、人事部局等と連携し、必要に応じて獣医系大学訪問、職員採用に係る情報提供、公務

員獣医師の業務の紹介等を実施し公務員獣医師の計画的確保を推進する。 

 

 

第３ 獣医療を提供する体制の整備が必要な地域 

 本県における産業動物の獣医療を提供する体制の整備計画を策定する地域は、家畜保健衛生所の

所轄地域別に南東部地域、西部地域、北部地域に区分する。（表７） 

 いずれの地域においても計画的に獣医療の提供を進める必要があることから全ての地域につい

て診療施設の整備及び獣医師の確保を進める。 

 

表７ 地域区分と市町村名          （令和４年３月現在） 

地域名 市町村 

南東部 さいたま市、川口市、鴻巣市、上尾市、草加市、蕨市、戸田市、朝霞市、志木市 

和光市、新座市、桶川市、北本市、伊奈町 

春日部市、越谷市、久喜市、八潮市、蓮田市、白岡市、宮代町 

三郷市、幸手市、吉川市、杉戸町、松伏町 

西部 川越市、所沢市、飯能市、狭山市、入間市、富士見市、ふじみ野市、坂戸市 

鶴ヶ島市、日高市、三芳町、毛呂山町、越生町 

東松山市、滑川町、嵐山町、小川町、ときがわ町、川島町、吉見町、鳩山町 

北部 秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、東秩父村 

本庄市、美里町、神川町、上里町 

熊谷市、深谷市、寄居町 

行田市、加須市、羽生市 
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第４ 獣医療関連施設の機能及び業務の連携とその方針 

 県は組織的な家畜防疫体制を確立するとともに、獣医療関連施設相互の役割を明確化するととも

に、個々の施設が有する機能及び業務の有機的な連携を促進し、地域においてより効率的かつ有効

な獣医療の提供を図るものとする。 

 

１ 組織的な家畜防疫体制の確立 

（１）家畜保健衛生所は、地域における特定家畜伝染病発生時の防疫活動の拠点として、その中心

的役割を担うとともに、より迅速かつ的確な防疫措置が実施できるように、防疫体制の確立を

図る。 

（２）家畜伝染病予防法及び関連法に基づき、防疫体制の再点検を行うとともに、県の関係部局の

みならず農業共済組合や産業動物獣医師との連携・協力体制の徹底を図る。また、平常時より、

特定家畜伝染病発生時の殺処分、焼却、埋却処分の準備を進めるとともに、定期的に防疫演習

を実施し、万一の発生の際における的確かつ迅速な初動防疫に備える。 

（３）国内外における家畜伝染病の発生状況、防疫対策については、関係団体、生産者等に対して

迅速に情報提供を行い、家畜伝染病の発生予防、まん延防止に対する意識の啓発を行う。 

 

２ 診療施設、診療機器の効率的利用 

  診療の迅速化・的確化を推進する上では、診療施設・診療機器の高度化を図ることが重要であ

り、それらの機器を個々の診療施設が整備することにより過剰な設備投資にならないよう、効率

的利用を進める。 

（１）家畜保健衛生所の診療機器については、民間獣医師も含め、相互に連携・協力の下で利用で

きる体制を整備する。 

（２）家畜保健衛生所の施設整備、機能の充実を計画的に行いながら、病性鑑定や診断、検査を効

率化、迅速化する。 

 

３ 集団管理衛生技術等の推進と衛生検査機関との業務の連携 

  飼養規模の拡大・集約化等に伴い従来の個体診療に加え、農場単位での集団衛生管理技術への

ニーズがさらに高まるものと思われる。そこで、集団管理衛生技術の提供、農場段階へのHACCP

の導入の推進を図るとともに、技術の導入に当たって必要となる環境衛生、飼養衛生、血清診断

等総合的な専門技術については、家畜保健衛生所や民間検査機関等との業務の連携を図る。 

 

４ 獣医療情報の提供体制の整備 

  家畜保健衛生所、食肉衛生検査センター、診療施設、関係団体等の獣医療関連機関の相互の情

報交換、情報共有を図る。 

  このため、研修会・講習会を開催し、症例報告等を共有するとともに、家畜保健衛生所が行う

サーベイランス成績、予察検査の成績並びに抗体検査、生化学検査等の衛生検査成績、食肉衛生

検査センターが行うと畜検査成績等を共有することにより、診療や保健衛生指導に活用する。 

 

５ 診療効率の低い地域、獣医療の提供が不足する地域に対する獣医療の提供 

  これらの地域における獣医療の提供については、近隣の診療施設による獣医療の提供や、農業
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共済組合等の加入促進による体制整備を行う。 

  また、慢性疾病や生産病、繁殖障害等の発生を抑えるため、家畜保健衛生所等による重点的な

飼養衛生管理指導及び損耗防止に関する事業を活用する。 

 

 

第５ より質の高い獣医療の確保と技術の向上 

 獣医師は、技術の習得はもとより、専門職職業倫理の向上を図りながら技術の向上に努め、より

質の高い獣医療を確保する等、社会の要請に応えていかなければならない。いずれの分野において

も、更に高度な獣医学的知識、動物の愛護や福祉、適正な飼養に関する知識、語学力、自己表現力

やコミュニケーション能力等を兼ね備えた獣医師となるための研修等をそれぞれの機関において

充実する。 

 また、各分野における獣医師の連携や交流、情報交換等による関係の強化により、相互の業務の

理解を促進し、幅広い経験と見識を持った獣医師の育成を図る。 

 

１ 産業動物分野 

（１）産業動物の診療分野に新たに就業する獣医師を対象に、臨床現場における実践的な診療技術

や、獣医療に関する法令遵守、食品の安全確保における獣医師が担う役割等について、研修会、

講習会等の開催に努めるとともに、関係団体による開催に協力し、技術や知識の習得に努める。 

（２）集団衛生管理技術、HACCP 方式を活用した飼養衛生管理、経営指導等に精通した、いわゆる

農場管理獣医師を養成するため、関係団体と協力して推進を図る。 

 

２ 公務員分野 

（１）国等が開催する家畜衛生分野、公衆衛生分野、動物愛護・福祉分野に関する講習会のほか、

より専門的な病性鑑定、試験研究、集団管理衛生技術、農場HACCP等の最新の獣医療技術等の

研修についても獣医師の参加を進める。また、得られた知識や技術については、伝達講習会等

により、関係者、生産者、消費者等への普及・啓発に努める。 

（２）職員自らの企画、立案、自己啓発を推進し、幅広い技術や見識を持つ人材の育成を図る。 

（３）特定家畜伝染病の発生に備え、県及び市町村、関係団体、民間獣医師等も含めた防疫体制を

確立するため、研修会や防疫演習等の実施により関係者の訓練と対応技術の平準化を図る。 

（４）農林部、保健医療部の獣医師職員の計画的な人事交流に努め、さらに相互の業務に関して研

修等を実施し、家畜防疫から食品衛生に至る幅広い技術と見識を持った職員の育成を図る。 

（５）病性鑑定、調査・試験研究等で得られたデータや成果等については、積極的に発表会や学会

等において発表するとともに、論文投稿を行うなど、学術分野への参画を促す。 

 

３ 小動物分野 

（１）新たに小動物診療に就業する獣医師を対象に、獣医師会と協同して、実践的な診療技術習得

のための研修、講習会を充実させるとともに、実務上求められる職業倫理や動物福祉、法令遵

守の重要性を認識させる取組を行う。 

（２）また、診療施設間の連携などにより専門性を持った獣医師の能力に関する情報が飼育者に正

しく提供され、飼育者が期待する診療を受診できるような環境整備の取組を推進する。 
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（３） 増加傾向にある小動物獣医療に関するトラブル等に対する監視指導を効果的に実施するため、

インフォームドコンセントの徹底や研修を充実するとともに、小動物獣医療に係る相談窓口を

明確にする。 

 

４ 生涯研修・教育 

  診療に携わる獣医師が、最新の獣医療技術や諸外国を含めた家畜伝染病、人獣共通感染症等に

関する知識・技術を取り入れながら、社会的ニーズに対応した獣医療を提供していくため、定年

退職した獣医師なども対象に、各種研修会、講習会への参加を推進する。 

 

 

第６ その他獣医療を提供する体制の整備に関し必要な事項 

 

１ 行政分野において適切に獣医療が提供できる体制の整備 

  行政分野においては、畜産振興、公衆衛生、動物愛護、自然環境保全等幅広く獣医療の状況を

把握するとともに、この中で、県の組織が対応すべき社会的なニーズを把握し、適切な獣医療の

提供体制の整備に努める。また、獣医師のコンプライアンスの徹底、倫理の啓発及び相談窓口の

明確化を図る。 

 

２ 飼育者の衛生知識の啓発・普及等 

（１）産業動物分野、公務員分野 

   関係団体と連携しながら、自衛防疫活動の推進及び強化、家畜伝染病に関する情報や飼養衛

生管理基準の遵守について指導の徹底を図る。 

   また、食品の安全確保に関し、生産段階における義務と責任の認識、衛生管理の充実、動物

用医薬品の適正な使用等について、一層の啓発・普及に努める。 

（２）小動物分野 

   小動物の適切な健康管理、保健衛生の向上を図るとともに動物愛護を推進するため、飼育者

に対し、小動物の健康管理や疾病に関する知識、人獣共通感染症予防に関わる情報等について

普及・啓発を図る。 

   また、野生動物の保護については、野生動物管理等の自然環境保全を踏まえた救済を推進す

るとともに、人と動物が共生できる社会づくりを推進する。 

 

３ 広報活動の充実 

  家畜保健衛生所、食肉衛生検査センター等、獣医師が活躍する機関、団体等においては、ホー

ムページや広報誌等の媒体を通じ、獣医療が社会に果たす様々な役割や社会活動、関係する情報

等を提供することにより、県民の理解の醸成や飼育者に対する衛生知識の啓発・普及等に努める。 


